
１　一般会計

　(1)歳  入

①

　(2)歳　出

②

　(3)剰余金

③

単位：円

剰 余 金 ( 令 和 ６ 年 度 へ の 繰 越 金 ） ① － ② 194,620,760

予備費 予備費 5,000,000 0

合　　　計 984,350,000 789,441,794

老人福祉費 老人福祉費（事務費繰出金） 668,020,000 501,766,063

公債費 利子 150,000 0

0

選挙費 選挙管理委員会費 176,000 56,393

監査委員費 監査委員費 200,000 169,912

議会費 議会費 827,000 487,626

総務管理費
一般管理費 309,929,000 286,961,800

公平委員会費 48,000

合　　　計 984,350,000 984,062,554

単位：円

項 目 予算現額 決算額

繰越金 繰越金 50,339,000 50,339,476

雑入 雑入 225,000 117,538

市町村負担金 事務費負担金 933,483,000 933,482,540

国庫補助金 調整交付金 303,000 123,000

令和５年度　歳入歳出決算の概要

単位：円

項 目 予算現額 決算額
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２　後期高齢者医療特別会計

　(1)歳  入

①

　(2)歳　出

②

　(3)剰余金

③

合　　　計 320,842,995,000 305,833,756,831

単位：円

剰 余 金 ( 令 和 ６ 年 度 へ の 繰 越 金 ） ① － ② 13,693,911,578

償還金及び還付加算金 4,624,807,000 4,621,791,592

予備費 予備費 5,769,905,000 0

医療費適正化推進事業費 医療費適正化推進事業費 11,670,000 6,255,220

公債費 利子 9,343,000 0

特別高額医療費共同事業拠出金 232,811,000 171,270,617

健康保持増進事業費 1,535,198,000 1,347,010,559

高額療養諸費 3,753,017,000 3,399,447,593

その他の医療給付費 1,156,800,000 1,149,412,196

総務管理費 一般管理費 774,874,000 570,787,004

療養諸費 302,974,570,000 294,567,782,050

合　　　計 320,842,995,000 319,527,668,409

単位：円

項 目 予算現額 決算額

預金利子 預金利子 400,000 2,925,615

雑入 287,708,000 227,820,418

繰越金 繰越金 15,300,540,000 15,300,540,606

延滞金、加算金及び過料 過料 1,000 0

特別高額医療費共同事業交付金 特別高額医療費共同事業交付金 120,552,000 173,866,794

一般会計繰入金 一般会計繰入金 668,020,000 501,766,063

支払基金交付金 後期高齢者交付金 123,318,475,000 121,132,066,810

社会保障・税番号制度システム整備費等補助金 2,641,000 2,641,000

県負担金
療養給付費負担金 23,356,508,000 23,631,285,000

高額医療費負担金 1,730,733,000 2,064,011,000

国庫補助金

調整交付金 26,073,635,000 26,214,255,000

後期高齢者医療制度事業費補助金 222,857,000 85,251,432

災害臨時特例補助金 1,000 172,000

24,319,982,000 24,319,982,248

国庫負担金
療養給付費負担金 73,212,303,000 74,072,789,502

高額医療費負担金 1,980,512,000 1,950,616,549

単位：円

項 目 予算現額 決算額

市町村負担金
保険料等負担金 30,248,127,000 29,847,678,372

療養給付費負担金
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３　令和６年度に償還すべき金額の内訳(後期高齢者医療特別会計)

　(1)国　（特別調整交付金の精算額は見込額）

　(2)県

　(3)市町村

　(4)支払基金交付金

　(5)令和６年度に償還すべき金額（見込）

⑤

単位：円

① ＋ ② ＋ ③ ＋ ④ 5,136,115,832

後期高齢者交付金 121,132,066,810 120,635,381,025 496,685,785
令和６年度歳出
諸支出金補正

合　　　　計 496,685,785 ④

単位：円

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額
(R4充当分含む)

備考

療養給付費負担金 24,319,982,248 23,445,072,456 874,909,792
令和６年度歳入
負担金補正

合　　　　計 874,909,792 ③

合　　　　計 208,763,149 ②

単位：円

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)
備考

療養給付費負担金（現年度分） 23,631,285,000 23,529,203,547 102,081,453 令和６年度歳出
諸支出金補正高額医療費負担金（現年度分） 2,064,011,000 1,957,329,304 106,681,696

合　　　　計 3,555,757,106 ①

単位：円

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)
備考

災害臨時特例補助金 172,000 171,000 1,000

社会保障・税番号システム整備費等補助金 2,641,000 2,641,000 0

特別調整交付金（見込） 849,454,000 772,164,000 77,290,000

医療制度事業費補助金 85,251,432 85,251,432 0

備考

療養給付費負担金 74,072,789,502 70,587,610,641 3,485,178,861

令和６年度歳出
諸支出金補正

単位：円

高額医療費負担金 1,950,616,549 1,957,329,304 △ 6,712,755

普通調整交付金 25,364,924,000 25,364,924,000 0

科目 歳入決算額(Ａ) 精算額(Ｂ)
償還すべき金額

(Ａ-Ｂ)

3



1 

 

被保険者数と総医療費の動向について 

 

１ 被保険者の推移 

令和６年 9 月時点の被保険者数は 384,220 人であり、令和５年 9 月の 374,132

人と比較して 2.70％の増加となっている。 

 
 

２ 総医療費の推移 

被保険者数の増加もあり、増加傾向が続いている。 
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378,000
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384,000

386,000
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（単位：人）

R4 R5 R6

R４

R６

R５

374,132

240.0

245.0

250.0

255.0

260.0

265.0

270.0

275.0

280.0

285.0

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

R4 265.2 252.3 252.8 260.3 257.0 252.6 254.5 261.3 255.3 265.4 271.4 255.8

R5 281.6 264.1 268.6 265.9 265.4 268.0 264.8 275.4 271.8 275.7 276.6 266.0

R6 275.4 273.4 274.1 269.0

（単位：億円）

R４

R６ R５
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３ 一人当たり医療費の推移 

令和５年度は前年同月比で増加する月が多かったが、令和６年３月以降は減少

する月も見受けられる。 

 

 

68,000

69,000

70,000

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000

76,000

77,000

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

R4 73,766 70,013 70,013 71,953 70,866 69,474 69,786 71,443 69,706 72,519 73,881 69,414

R5 76,181 71,256 72,340 71,511 71,252 71,814 70,776 73,440 72,388 73,415 73,292 70,310

R6 72,605 71,906 71,945 70,454

（単位：円）

R５R６

R４
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現行被保険者証の新規発行終了について 
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１ 現行被保険者証の新規発行終了による変更点                                    （令和 6 年 10 月 3 日現在） 

令和６年 12 月２日以降は、マイナ保険証の利用（マイナンバーカードによるオンライン資格確認）を基本としつつ、マイナ保

険証の利用未登録者等については、氏名・生年月日、被保険者番号、保険者情報等が記載された「資格確認書」（はがき型）によ

り被保険者資格を確認することとなります。また、マイナ保険証の利用登録者が自身の被保険者資格等を簡易に把握できるよう、

新規資格取得時や負担割合の変更時等に、「資格情報のお知らせ」（Ａ４サイズ）が交付されます。 

 

                                        現行被保険者証（カード型 54mm×86mm） 

区分 現行保険者証 

対象者 被保険者全員 

有効期限 １年 

発行方法 
75 歳以上：職権交付 

65 歳以上の障害認定者：申請により交付 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 標準負担額減額認定証、限度額適用認定証の申請をすることなく高額療養費制度の限度額を超える支払いが免除されます。 

※２ 令和７年７月 31 日までは、暫定的に年齢到達者、転入者等の資格取得者全員に資格確認書を交付します（P４参照）。 

※３ 標準負担額減額認定証、限度額適用認定証の保有者は、基本的に資格確認書に限度額情報が記載され、高額療養費制度の限度額を超える 

支払いが免除されます。 

区分 マイナ保険証（※1）+資格情報のお知らせ（※2） 資格確認書（※3） 

対象者 マイナ保険証の利用登録者 マイナ保険証の利用未登録者等 

有効期限 
－ 

（資格情報のお知らせは毎年更新） 
１年 

発行方法 
－ 

（資格情報のお知らせは毎年職権交付） 

マイナ保険証利用未登録者は当面職権交付 

マイナ保険証利用登録はあるが要配慮者に該当する場合

は、申請により交付。２年目以降は職権交付 
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２ 資格確認書と資格情報のお知らせ 

資格確認書（はがき型 128mm×91mm）                 資格情報のお知らせ（Ａ４サイズ 297mm×210mm） 

（令和 6 年 12 月 2 日から発行）                          （令和 7 年 8 月 1 日から発行） 
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３ 現行被保険者証、資格確認書、資格情報のお知らせの発行と有効期限            （令和 6 年 10 月 3 日現在） 

年月日     

被保険者証 

等 

    

資格確認書 

    

資格情報 

のお知らせ 

    

マイナ 

保険証 

    

① 現行被保険者証、標準負担額減額認定証、限度額適用認定証の新規発行： 令和６年 12 月 1 日までの資格取得者に発行。 

② ①の期間内に発行済み現行被保険者証、標準負担額減額認定証、限度額適用認定証の有効期間： 新規発行は行わない。 

③ 資格確認書の新規発行： 令和 6 年 12 月２日以降の資格取得者、資格情報変更者に発行。マイナ保険証利用登録者にも発行。 

④ 資格確認書の定期更新、新規発行： マイナ保険証利用未登録者の定期更新、または資格取得者に発行。 

⑤ 資格情報のお知らせの新規発行： マイナ保険証利用登録者に発行。 

⑥ 資格情報のお知らせの定期更新、新規発行： マイナ保険証利用登録者の定期更新、または資格取得者に発行。 

⑦ マイナ保険証利用登録者： マイナ保険証は継続使用可能。ただし、マイナンバーカード更新と電子証明書の更新は必要。 

 

 

R6.12.2 R6.8.1 R7.8.1 R8.8.1 

② R6.12.2～R7.7.31 ① R6.8.1～R6.12.1 

③ R6.12.2～R7.7.31 ④ R7.8.1～R8.7.31 

⑤ R7.8.1～R8.7.31 

⑦ 

R9.7.31 

④ R8.8.1～R9.7.31 

⑥ R8.8.1～R9.7.31 
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４ マイナ保険証利用登録者への暫定的な資格確認書交付     （出典：令和６年９月 30 日 第 183 回厚生労働省社会保障審議会医療保険部会） 
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（出典：令和６年９月 30 日 第 183 回厚生労働省社会保障審議会医療保険部会） 
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５ マイナ保険証の利用登録している要配慮者への資格確認書の発行 

  令和７年 8 月１日の定期更新以降、マイナ保険証利用登録者には資格情報のお知らせが交付され、資格確認書は交付されませ

ん。ただし、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する必要があるなど、マイナ保険証での受診が困難な方には、「要配慮

者」として資格確認書の交付ができるとされています。 

   

 

６ マイナ保険証の利用登録解除について 

国の「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討会 最終とりまとめ」において、「マイナンバーカードの健康保

険証利用登録は任意の手続であることを踏まえ、利用登録の解除を希望する方については、資格確認書の申請を条件とした上で、

任意に解除の手続を行うことができるよう、システム改修を行う。」とされており、国は令和６年 10 月末頃を目途に、標準シス

テムにおいてマイナ保険証の利用登録解除をできるようにするとしています。 
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第２期保健事業実施計画（データヘルス計画） （平成30年度～令和５年度）
の評価等について

１ 第２期計画の評価と第３期計画における対応

【被保険者が自立して日常生活を送ることができる健康寿命の延伸】
・長野県の令和４年度の平均自立期間は、男性81.0歳、女性84.9歳であり、男女ともに全国
１位となっています。
・令和４年度の平均自立期間は全国的に短縮しており、長野県についても同様の傾向がみら
れます。これは、コロナ禍の影響によるものと思われます。

・健診受診率は、長期目標を達成しています。
・歯科口腔健診受診率は、概ね順調に上昇していますが、長期目標には達していません。
・重症化予防事業への実施市町村数は多く、対象者への実施割合も高い状況です。一方、重
複頻回受診者等訪問指導事業の実施市町村数は伸び悩んでおり、長期目標に達していません。
・ジェネリック医薬品使用率は、全国的に見ても高い状況が続いており、長期目標を達成し
ています。

・健診については集合契約の体制を整え、令和６年度以降、通院中の近隣市町村の医療機関
でも健診を受診することが可能となりました。また、歯科口腔健診については、令和６年度
以降対象者を拡大し、口腔機能の維持・向上、全身疾患やオーラルフレイル予防を図る体制
を整えました。
被保険者が自身の健康状態を把握・理解するため、また、保健指導対象者を抽出し、生活

習慣病重症化予防やフレイル予防を図るために、健診・歯科口腔健診の受診率の向上に引き
続き取り組みます。
・一体的実施事業による重症化予防事業への取組み市町村は多い状況です。健診結果や「後
期高齢者の質問票」を活用した保健指導の実施を、今後も推進します。
・重複頻回受診者等の取組みとして、多剤投与者に対する支援も組み込むことで、適正受診
のみならず適正服薬についても促進し、被保険者の健康の保持・増進を図ります。

（１） 第２期データヘルス計画の目的

（２） 重点目標の評価

（３） 第３期データヘルス計画における対応

①疾病の早期発見・重症化予防等

②フレイル予防事業

③効果的な保健事業体制の整備

・フレイル予防事業の実施市町村は伸び悩んでおり、長期目標以上の値となっていません。
対象者への実施割合については高い状況です。

・KDBシステムへの健診結果登録市町村数は大幅に増加し、レセプトデータや健診結果の分析
を行い、効果的な保健事業を実施する体制が整っています。
・市町村を対象とした研修会及び意見交換会は、計画的に実施しており、市町村担当者や保
険者協議会等と、情報や課題の共有を図る体制が整っています。

・低栄養の取組みだけでなく、オーラルフレイル予防、身体的フレイル予防に取組む市町村
が増加するよう積極的に働きかけ、低栄養等による心身機能低下の予防を図ります。

・健診・医療・介護データ分析結果の展開や、関係機関との連携を引き続き行います。広域
連合の取組み等については、評価指標の項目には挙げていませんが、実施体制（ストラク
チャー）評価・実施方法（プロセス）評価として、各事業の中で実施します。

①疾病の早期発見・重症化予防等

②フレイル予防事業

③効果的な保健事業体制の整備

m.nakamura
テキストボックス
資料４



事業目的 指　　標
区
分

R５年度目標
　　　　実績

R５年度実績評価
短期目標

（年度ごと）
長期目標

（R５）

受診率 P
目標：新基準26.4%

実績：29.5%
順調 前年度＋1％ 新基準26.4%

健診結果を活用した取組人
数の割合

Op
目標：60%以上
実績：73.0％

順調 60％以上 60%以上

健診結果を活用した市町村
の割合

Op
目標：100％

実績：98.7％　76市町村
努力を要する 前年度＋４％

100%
77市町村

重症度の高い受診者割合 Oc
目標：減少

実績：18.1％（見込み）
順調 減少 減少

受診機会 P
目標：2回以上

実績：2回
順調 2回以上 2回以上

受診率 P
目標：20.5％以上

実績：13.0％
概ね順調 前年度＋1％ 20.5%以上

健診結果を活用した取組人
数の割合

Op
目標：100%
実績：100%

順調 100% 100%

健診結果を活用した市町村
の割合

Op
目標：26.0%以上 20市町村以上

実績：27.3%  21市町村
順調 前年度＋１市町村

26.0%以上
20市町村以上

実施市町村数 S
目標：59市町村以上

実績：65市町村
順調 前年度＋14 59市町村以上

対象者への実施割合 Op
目標：30％超え
実績：86.1％

順調 30％超 30%超

実施市町村数 S
目標：7市町村以上

実績：5市町村
概ね順調 前年度＋１ ７市町村以上

改善割合 Oc
目標：50%以上
実績：50.0％

順調 50％以上 50%以上

　 利用差額通知回数 P
目標：２回以上

実績：２回
順調 2回以上 2回以上

　 ジェネリック医薬品使用率 Oc
目標：NDB 82.0％以上
実績：84.1％（見込み）

順調 前年度＋２％ NDB82.0%以上

実施市町村数 S
目標：32市町村
実績：19市町村

努力を要する 前年度＋６ 32市町村

対象者への実施割合 Op
目標：30%超
実績：76.2%

順調 30％超 30%超

歯科口腔健診事業（再掲）

被保険者の健康づくりに資す
る市町村の活動を支援する。 実施市町村数 S

目標：66市町村以上
実績：74市町村

順調 66市町村以上 66市町村以上

KDBへの健診結果登録
市町村数

S
目標：77市町村
実績：76市町村

努力を要する 前年度＋６
77

（全市町村）

KDB分析結果の活用
市町村数

P
目標：77市町村
実績：77市町村

順調 前年度＋８
77

（全市町村）

健康や医療に関する理解を深
めてもらうとともに、適正な受
診を促進する。

対象者 P
目標：全被保険者
実績：全被保険者

順調 全被保険者 全被保険者

　
市町村を対象とした研修会
の開催

S
目標：年１回以上

実績：年１回
順調 年１回以上 年１回以上

　
圏域ごとの意見交換会
の開催

P
目標：10圏域

実績：Web開催４回
順調 10圏域 10圏域

　 保険者協議会等との連携 P
健康情報の提供
関係団体の拡大

順調
健康情報の提供
関係団体の拡大

健康情報の提供
関係団体の拡大

適正受診と服薬の指導によ
り、健康の保持・増進と医療
費の適正化を図る。

目的
重点
目標

事業名

被
保
険
者
が
自
立
し
て
日
常
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
健
康
寿
命
の
延
伸

疾
病
の
早
期
発
見
・
重
症
化
予
防
等

　健康診査事業

生活習慣病等を早期発見
し重症化への予防を図る。

　歯科口腔健診事業
口腔機能低下や生活習慣病
に関係のある歯周病などを早
期に発見し、肺炎等の疾病予
防につなげる。

　重症化予防事業
健診結果等を活用し、受診勧
奨や保健指導などを行う。

　重複・頻回受診者等訪問指導事業

　市町村等との連携事業
市町村担当者や保険者協議
会等と情報や課題の共有を図
り、効果的な保健事業を実施
する。

　後発医薬品使用促進事業
後発医薬品（ジェネリック医薬
品）への使用促進を図る。

フ
レ
イ
ル
予
防

　高齢者の特性（フレイルなど）を踏まえた保健事業
低栄養・筋量低下等による心
身機能低下の予防を図る。

効
果
的
な
保
健
事
業
体
制
の
整
備

　長寿・健康増進事業等による財政支援事業

　医療費分析事業
レセプトデータや健診結果の
分析を行い、効果的な保健事
業を実施する。

　医療費通知送付事業

実績評価
順調 ：前年度実績よりも改善され、短期目標も達成されている。又は、長期目標を達成している。
おおむね順調 ：前年度実績よりは改善していないが、短期目標は達成されている。又は、短期目標は達成されていないが、前年度実績よりは改善している。
努力を要する ：前年度実績よりも改善されず、短期目標も達成されていない。
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２ 平均寿命と平均自立期間（要介護２に至るまでの期間）

① 男性

② 女性

③ 平均寿命と平均自立期間の差（令和４年度）

（単位：年）

（単位：年）

※ 平均自立期間
健康寿命の考え方はいくつかありますが、本資料においては、平均自立期間（要介護2に至るまでの期間）について
分析・記載しています。

74 76 78 80 82 84 86 88

女性平均寿命

女性平均自立期間

男性平均寿命

男性平均自立期間

87.7 

84.9 

82.3 

81.0 

（年）

全国３位

全国1位

全国1位

全国1位

差：2.8歳

差：1.3歳

（出典）公益社団法人国民健康保険中央会「平均自立期間・平均余命 都道府県一覧」平成30年～令和4年統計情報分

・長野県の平均寿命と平均自立期間は、全国的にみて高水準です。特に平均自立期間は、令和
２年度の男性を除き、男女ともに全国１位です。

・令和４年度は、平均寿命・平均自立期間ともに、全国的に短縮傾向にあります。これは、
コロナ禍が関係していると考えられます。

H30 R1 R2 R3 R4

82.5 82.5 82.5 82.9 82.3

（1位） （2位） （3位） （1位） （1位）

全国 81.3 81.5 81.7 81.5 81.1

81.0 81.1 81.1 81.4 81.0

（1位） （1位） （2位） （1位） （1位）

全国 79.8 79.9 80.1 80.0 79.7

平均寿命
長野県

平均自立期間
長野県

項目

H30 R1 R2 R3 R4

88.0 87.9 88.3 88.1 87.7

（2位） （8位） （8位） （5位） （3位）

全国 87.3 87.5 87.8 87.6 87.1

84.9 84.9 85.2 85.1 84.9

（1位） （1位） （1位） （1位） （1位）

全国 84.0 84.2 84.4 84.3 84.0

平均寿命
長野県

平均自立期間
長野県

項目
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77,483 80,131 73,839 75,431 93,084 99,273 

24.4% 24.5%
22.1% 23.1% 28.2%

29.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5

受診者数 受診率

（人）

３ 健康診査

（出典）健康診査事業実績報告 平成30年度～令和５年度

・健診受診率は年々上昇傾向にありますが、更なる受診率向上の取組みが必要です。

（1） 健診受診率

（2） 健診結果

該当者割合が一番高い項目は太字
国より割合が高い項目は色付き

① 生活習慣病リスク該当者割合

（出典）KDBシステム やせ～肝機能：「健康スコアリング（健診）」令和5年度累計
腎機能：「厚労省様式5-2健診有所見者状況」令和5年度累計

やせ 血圧 血糖 脂質 肝機能 腎機能

長野県 9.5% 32.1% 9.2% 18.2% 3.2% 11.51%

全国 9.0% 34.4% 11.1% 19.6% 3.7% 11.45%
R5

② フレイルに関する分析（「後期高齢者の質問票」の回答より抜粋）
国より割合が高い項目は色付き

（出典）KDBシステム「S21-001地域の全体像の把握」令和5年度

※令和4年度以降、受診者数に人間ドック受診者を含みます。

・有所見者割合の高い項目……「血圧」
国平均より有所見者割合の高い項目……「やせ」「腎機能」 

・「後期高齢者の質問票」でフレイルリスクに該当する回答が多い項目
オーラルフレイル「固いものが食べにくい」「お茶や汁物等でむせる」
身体的フレイル「歩行速度が遅くなった」「運動習慣なし」

長野県 国

Q.4 半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 「はい」 26.5% 27.1%

Q.5 お茶や汁物等でむせることがありますか 「はい」 21.4% 20.8%

Q.6 ６か月で２～３kg以上の体重減少がありましたか 「はい」 11.5% 11.8%

Q.7 以前に比べて歩く速度が遅くなってきたと思いますか 「はい」 60.5% 58.5%

Q.8 この１年間に転んだことがありますか 「はい」 18.8% 18.1%

Q.9 ウォーキング等の運動を週に１回以上していますか 「いいえ」 42.7% 37.2%

オー

ラル

身体

フレイル 質問
リスクあり

の回答

R5
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４ 歯科口腔健診

・歯科口腔健診受診率は、令和５年度の目標値20.5％のところ実績値は13.0％であり、目標
値に達していません。

（出典）歯科口腔健診事業実績 令和5年度

要指導と要治療は重複判定あり

12.2% 11.1% 12.9% 13.0%
14.7% 15.2%

16.3%
15.4%

19.0%

16.8%

8.6% 8.6%
7.4%

8.2%

13.8%

15.7%

17.5%
18.5%

19.5%
20.5%

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

H30 R1 R2 R3 R4 R5

計 75歳 76-79歳 目標値

計

75歳

76-79歳

目標値

問題なし
問題なし

割合
要指導者数

要指導者

割合
要治療者数

要治療者

割合

A B B/A C C/A D D/A

R5年度 60,809 7,896 1,635 20.7% 1,356 17.2% 5,211 66.0%

歯科口腔健診結果

対象者数 受診者数

（出典）歯科口腔健診事業実績 平成30年度～令和5年度

（出典）歯科口腔健診事業実績 平成30年度～令和5年度

② 歯科口腔健診受診者数

① 歯科口腔健診受診率

（1） 歯科口腔健診受診率

（2） 歯科口腔健診結果

・歯科口腔健診受診者の約8割が、要指導もしくは要治療判定です。
〔要指導もしくは要治療判定の多い項目〕

「歯肉出血」「プラーク」……歯周病に至り糖尿病悪化につながるおそれがあります。
「口腔乾燥」……口腔機能低下からオーラルフレイルにつながるおそれがあります。

3,808 4,121 4,136 
2,872 

4,434 
5,687 

2,538 

2,662 

2,498 

2,209 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5

75歳 76～79歳
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（出典）厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」統計表 第2表 都道府県別医療費の状況 平成28年度～令和4年度

（２） 一人当たり医療費の経年推移

2,756 

2,830 

2,891 

2,973 

2,919 

2,998 

3,104 

2,500

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000

3,100

3,200

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

億円

億円

億円

億円

億円

億円

億円

・長野県の後期高齢者医療費は、令和２年度は減少しましたが、年々増加傾向
にあります。令和2年度については、コロナ禍による医療受診控えが影響して
いると考えられます。

・令和４年度の全国の一人当たり医療費は、令和元年度の水準にまで戻っていま
せん。一方、長野県は令和3年度の時点で、令和元年度以上の額となっており、
全国順位についても令和2年度以降上昇しています。

（1） 長野県の後期高齢者医療費の経年推移

５ 医療費の動向

819,991 827,202 831,187 838,973 
818,902 

842,323 
852,820 

934,547 
944,561 943,082 

954,369 

917,124 

940,512 
951,767 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

700,000

750,000

800,000

850,000

900,000

950,000

1,000,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

（円）

41位 40位 40位 41位

38位

34位 35位

6
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ア 一人当たり[入院+食事療養・生活療養（医科）]費用額

イ 一人当たり[入院外+調剤]費用額

ウ 一人当たり[歯科+食事療養・生活療養（歯科）]費用額

（３） 一人当たり費用額

・長野県の費用額は全国と同様、令和２年度には一時減少しましたが、年々増加傾向
にあります。全国順位に大きな変動はありません。

・長野県の費用額は全国と同様、令和２年度には一時減少しましたが、年々増加傾向
にあります。長野県の全国順位は、令和２年度以降上昇しています。

・長野県の費用額は全国と同様、令和２年度には一時減少しましたが、年々増加傾向
にあります。長野県の全国順位は、コロナ禍以前から上昇傾向にあります。

400,367 404,049 413,890 414,183 407,491 
419,602 427,742 

458,426 466,037 470,189 474,660 
457,921 466,848 475,808 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

32位 32位 32位 33位 32位 32位 32位

（円）

381,871 384,931 377,838 384,261 
372,024 380,774 381,942 

427,008 428,522 421,517 426,479 
408,599 419,170 419,017 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

43位 43位
44位 44位

41位
40位 39位

（円）

26,382 27,017 28,173 29,114 28,420 30,097 30,956 
33,390 34,053 35,087 36,192 

34,054 
36,355 37,491 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

34位
33位

30位 30位
26位 27位

26位

（円）
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381,871 384,931 377,838 384,261 
372,024 380,774 381,942 

427,008 428,522 421,517 426,479 
408,599 

419,170 419,017 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

43位 43位
44位 44位

41位
40位

39位

（円）

一人当たり医療費順位で、令和元年度から令和4年度にかけて長野県が順位を抜いた
都道府県（6県：埼玉県・茨城県・宮城県・山形県・福島県・栃木県）との比較

0.92

0.94

0.96

0.98

1.00

1.02

R1 R2 R3 R4

埼玉 茨城 宮城 山形 福島 栃木 長野 全国

長野県

令和元年度の一人当たり費用額を 「１」 としたときの経年変化

令和２年度：長野県は、他県ほど一人当たり費用額が減少していません。
令和3～4年度：どの県も、令和元年度以上の額とはなっていません。

長野県は他県と比べて、令和元年度水準への戻りが早い傾向が伺えます。

（出典）厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」統計表 第2表 都道府県別医療費の状況 平成28年度～令和4年度

（再掲） イ 一人当たり[入院外+調剤]費用額

8



① 一人当たり[入院外]診療費

② 一人当たり調剤費 （費用額/被保険者数）

（出典）厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」統計表 第2表 都道府県別医療費の状況 平成28年度～令和4年度

・長野県の一人当たり[入院外]診療費は、令和２年度には一時減少しましたが、全
国と同様に上昇傾向にあります。全国順位は、平成28年度以降ほぼ変化してい
ません。

・一人当たり調剤費について、長野県は平成30年度から全国順位が上昇しています。
特に令和２年度以降、長野県と全国平均との金額差が縮小しています。

232,302 233,895 232,870 236,304 227,543 235,453 240,629 

268,923 269,376 269,412 272,452 
259,773 

270,618 274,145 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0

100,000

200,000

300,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

43位 43位 43位 43位 43位 43位
42位

（円）

149,569 
151,036 

144,968 

147,957 

144,482 145,322 

141,313 

158,085 159,145 

152,104 
154,028 

148,827 148,552 

144,872 

0
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10

15

20

25

30

35

40

45

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

155,000

160,000

165,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

29位 29位
27位

24位 24位 24位
26位

（円）

【参考】
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イ 一件当たり日数 （受診延日数/レセプト件数）

ウ 一日当たり診療費 （診療費総額/受診延日数）

1,727 1,735 1,741 1,747 

1,658 
1,689 1,703 

1,907 1,911 1,915 1,923 

1,792 

1,838 1,854 

42位 42位 42位 40位
37位 36位

34位

30

35

40

45

50

55

60

65

70

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野県 全国 長野県順位

（件）

2.547 2.509 2.466 2.421 2.377 2.342 2.2932.233 2.201 2.183 2.159 2.125 2.111 2.079

47位 47位 47位 46位 46位 45位 44位

30

35

40

45

50

55

60

65

70

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野県 全国 長野県順位

（日）

16,590 16,912 17,253 17,512 18,312 18,703 19,243 

15,152 15,539 15,897 16,319 17,127 17,465 18,024 

5位 6位 6位 8位 7位 8位 7位

20

30

40

50

60

70

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野県 全国 長野県順位

（円）

・令和２年度以降、長野県の受診率は全国と同様に上昇傾向にあります。全国順位
は年々上昇しています。

ア 受診率 （100人当たり件数）（レセプト件数/被保険者数）

（４） 診療費（入院+入院外+歯科）の状況

・一件当たり日数は全国的に減少傾向にあります。例年、全国順位が低いことが、
長野県の特徴です。

・全国的に増加傾向にあります。分母が他県と比べて小さい（イ一件当たり日数が全
国と比べて短い）こともあり、一日当たり診療費の全国順位が高いことが長野県の
特徴です。 10



0.9

0.92

0.94

0.96

0.98

1

1.02

R1 R2 R3 R4

埼玉 茨城 宮城 山形 福島 栃木 長野 全国

1,727 1,735 1,741 1,747 

1,658 
1,689 

1,703 

1,907 1,911 1,915 1,923 

1,792 

1,838 
1,854 

42位 42位 42位
40位

37位 36位
34位

30

35

40

45

50

55

60

65

70

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野県 全国 長野県順位

（件）

一人当たり医療費順位で、令和元年度から令和4年度にかけて長野県が順位を抜いた
都道府県（6県：埼玉県・茨城県・宮城県・山形県・福島県・栃木県）との比較

令和元年度の受診率を 「１」 としたときの経年変化

（出典）厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」統計表 第2表 都道府県別医療費の状況 平成28年度～令和4年度

令和２年度：長野県は、他県ほど受診率が低下していません。
令和3～4年度：どの県も、令和元年度以上の受診率とはなっていません。

長野県は他県と比べて、令和元年度水準への戻りが早い傾向が伺えます。

（再掲） ア 受診率の経年変化

11
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69.95 69.77 69.91 69.20 
65.98 65.64 65.03 

81.76 81.76 80.82 79.77 
75.33 74.12 72.78 

38位 38位 37位 37位 37位 36位
33位

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

（％）

② 入院外受診率

受診率 （100人当たり件数） （レセプト件数/被保険者数）

【参考】

① 入院受診率

1,471 1,471 1,469 1,465 

1,393 
1,414 1,419 

1,595 1,591 1,588 1,585 

1,486 
1,516 1,523 

43位 41位 41位 40位 39位 38位
36位

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

（％）

・入院受診率は微減傾向です。令和３年度から４年度にかけて、長野県の順位が上昇
しており、年々、全国平均に近づいています。

・入院外受診率は、令和２年度には一時低下しましたが、年々上昇しています。特に
令和元年度以降は、長野県の順位が上昇しており、次第に全国平均との差が縮小し

ています。

12



9.77 9.86 9.96 10.05 

9.76 
9.95 10.06 

10.69 10.76 10.83 10.90 

10.44 
10.67 10.74 

32位 33位 32位 33位
31位

33位 32位

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

8.00

8.50

9.00

9.50

10.00

10.50

11.00

11.50

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

（％）

186.7 194.1 201.9
212.8

198.2
209.4

219.4
230.2 237.9 246.0

257.7

230.3
247.4

257.9

29位 28位 27位
29位

27位 28位 28位

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

長野 全国 長野県順位

（％）

④ 一人当たり調剤レセプト件数（レセプト件数/被保険者数）

（出典）厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」統計表 第2表 都道府県別医療費の状況 平成28年度～令和4年度

③ 歯科受診率

・歯科受診率は、令和２年度には一時低下しましたが、年々増加傾向にあります。
全国順位に大きな変動はありません。

・一人当たり調剤レセプト件数は、令和２年度には一時減少しましたが、その後増加
傾向にあります。全国順位には大きな変動はありません。
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